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2023/12/31 2024/10/31 2024/11/8
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 33,464.17 39,081.25 39,500.37 42,426.77 2024/7/11 24,681.74 2022/3/9
NYダウ ﾄﾞﾙ 37,689.54 41,763.46 43,988.99 44,157.29 2024/11/8 28,660.94 2022/10/13
円/ﾄﾞﾙ 円 141.04 152.03 152.64 161.95 2024/7/3 112.53 2021/11/30

　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、日米の政治・金融政策イベントを通過した安心感はプラスとなるも、先行きの業績に対する警戒感から、横ば

い圏で推移するとみます。

先週の米大統領選挙ではトランプ前大統領が勝利し、上下院選挙も共和党が過半数を獲得する可能性が高く、トランプ氏が掲げる経

済政策へ期待はしばらく継続するとみています。国内では、本日（11日）特別国会における首相指名選挙で決選投票を経て石破氏

が選出されることが見込まれており、少数与党としての不安定さは残るものの政治の不透明感に対する過度な懸念はひとまず和らぐ

とともに、政権運営における野党の協力を獲得するための財政拡大への思惑が高まりやすいとみています。また、先週開催された

FOMCでパウエルFRB議長は「選挙結果は短期的な政策決定に影響しない」と発言しており、13日に発表される米CPIで緩やかな

インフレの鈍化が確認されれば、FRBの利下げスタンスは維持され引き続き株価のサポート材料に働くとみます。ただし、先週ま

でに発表された国内企業の中間決算においては、中国経済の回復の遅れや自動車販売の不振などから一部企業の業績が予想を下回っ

ており、先行きの業績に対する警戒感が上値抑制に働くとみます。その他の注目材料として、日本では11日の景気ウォッチャー調

査、15日のGDP、米国では14日のPPI、15日の小売売上高、欧州では13日のユーロ圏鉱工業生産、ドイツでは12日のZEW期待

指数、中国では15日の小売売上高などが挙げられます。
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～ 日米の政治・金融政策イベントを通過した安心感はプラスとなるも、先行きの業績

に対する警戒感から、横ばい圏で推移 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するもので

はありません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過

去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定は

お客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

１．日米株式と円／ドルの推移

（注）チャートは過去1年

2024-11-72

週刊日本株レポート （11/11～11/15）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

URL：https://www.alamco.co.jp

先週の日本株市場は、日経平均が+1,446.70円（+3.80%）、TOPIXが+97.89ポイント（+3.70％）となり、米大統領選挙にお

けるトランプ前大統領の勝利を受け財政拡大への期待などから上昇しました。業種別でみると証券・商品先物取引業、保険業、銀

行業などの28業種が上昇した一方、空運業、パルプ・紙、水産・農林業などの5業種が下落しました。

週初5日は、翌日に米大統領選挙を控え、投資家の様子見姿勢は強かったものの、先月31日の植田日銀総裁の記者会見での発言を

受けた追加利上げ観測を背景に先々週末に大幅下落していたことから、反発を期待した買いが集まり上昇しました。6日は、取引時

間内に米大統領選挙の結果が判明する中で、ジョージア州などの激戦州で減税などの財政拡大政策を推し進める共和党のトランプ

前大統領が優勢と報道されたことから、為替が一時１ドル154円台まで円安進行し、その流れを受け日本株市場は大幅続伸となり

ました。7日は、前日の米株式市場が米大統領選でトランプ前大統領の勝利を受けて大幅上昇したことや、10年債利回りが1.0%台

まで上昇したことで金融株に買いが集まり、３日続伸となりました。週末8日は、FRB（米連邦準備理事会）が前日のFOMC（米

連邦公開市場委員会）で追加利下げを決めたことは上昇要因となったものの、米国長期金利の下落により為替が１ドル152円台ま

で円高進行したことなどが上値抑制に働き、小幅な下落となり引けました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 米大統領選挙におけるトランプ前大統領の勝利を受け

財政拡大への期待などから上昇 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 日米の政治・金融政策イベントを通過した安心感はプラスとなるも、先行きの業績

に対する警戒感から、横ばい圏で推移 ～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回

景気ウォッチャー調査現状 10月 47.8

景気ウォッチャー調査先行き 10月 49.7

日銀金融政策決定会合における主な意見（10月30・31日分）

特別国会で首相指名選挙実施

CPI（消費者物価指数）（前年比） 10月 +2.0%

ZEW期待指数 11月 13.1

日本 企業物価指数（前年比） 10月 +2.8%

欧州 ユーロ圏鉱工業生産（前月比） 9月 +1.8%

米国 CPI（除食品・エネルギー/前年比） 10月 +3.3%

11月14日 Thu 米国 PPＩ（生産者物価指数）（除食品・エネルギー/前年比） 10月 +2.8%

日本 GDP（国内総生産）速報値（前期比年率） 7-9月期 +2.9%

鉱工業生産（年初来/前年比） 10月 +5.8%

小売売上高（年初来/前年比） 10月 +3.3%

ニューヨーク連銀製造業景気指数 11月 ▲11.9

小売売上高（除自動車）（前月比） 10月 +0.5%

鉱工業生産（前月比） 10月 ▲0.3%

国内 決算発表　：

海外 決算発表　：
11/12 ﾎｰﾑ･ﾃﾞﾎﾟ､ｽﾎﾟﾃｨﾌｧｲ､ﾊﾞｲｴﾙ､ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ､ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ 11/13 ｼｽｺｼｽﾃﾑｽﾞ､ｱﾘｱﾝﾂ､ﾃﾝｾﾝﾄ 11/14 ｳｫﾙﾄ･
ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ､ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ､ﾒﾙｸ､ｼｰﾒﾝｽ､JDﾄﾞｯﾄｺﾑ､鴻海精密工業 11/15 ｱﾘﾊﾞﾊﾞ

11/11 日清食品H､いすゞ自､明治HD､ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ､大林組､千葉銀行､ﾊﾟﾝﾊﾟｼI､ﾘｸﾙﾄH､大日本印刷 11/12 鹿島､出光興
産､ｾﾞﾝｼｮｰ､大和ﾊｳｽ､ﾔｸﾙﾄ､ﾄﾚﾝﾄﾞ､ｻﾝﾄﾘ食､INPEX､ﾈｸｿﾝ､住友金属鉱山､ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸG､東ｴﾚｸ､りそなHD､三井住友TG､光
通信 11/13 ｴﾈｵｽ､楽天G､TOPPANﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ﾛｰﾄ製薬､三越伊勢丹 11/14 SMC､第一生命H､みずほFG､電通G､ﾏ
ﾂｺｺ､三菱HCC､かんぽ生命､T&DHD､日本郵政､ゆうちょ銀､ｱｻﾋGH､荏原､日本ﾍﾟｲﾝﾄ､ｺﾝｺﾙﾃﾞ､MUFG､三井住友FG決算発表予定　他
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